
備考１ この様式は、次の表の作業内容の欄に掲げる作業に係る特殊勤務手当について使用すること。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５５
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第３条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別標準職務表

別表第７（第３条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別標準職務表

職務の級 標準的な職務 職務の級 標準的な職務

省略 省略

２級 中学校、小学校又は中等教育学校の 教諭、養護

教諭又は栄養教諭の職務

２級 中学校、小学校又は中等教育学校の教頭、教諭、養護

教諭又は栄養教諭の職務

特２級 中学校の主幹教諭の職務

３級 中学校若しくは小学校の校長の職務又は

中学校、小学校若しくは中等教育学校の

教頭の職務

３級 中学校若しくは小学校の校長の職務又は相当の経験

を必要とする中学校、小学校若しくは中等教育学校の

教頭の職務

省略 省略

別表第１０（第３条関係）

級別職務区分表

１～６ 省略

７ 中学校・小学校教育職員給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級別職務区分表

１～６ 省略

７ 中学校・小学校教育職員給料表級別職務区分表

職務の級

区分

職務の級区分欄の級に含まれる職 職務の級

区分

職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

２級

省略

栄養教諭

２級 教頭（２級）

省略

栄養教諭

特２級 主幹教諭

３級 省略

教頭

３級 省略

教頭（３級）

省略 省略

８・９ 省略

別表第１７（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別資格基準表

８・９ 省略

別表第１７（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別資格基準表

職 務 の 級 職 務 の 級

職 種 学歴免許等
１級

２級 職 種 学歴免許等
１級

２級

特２級

校 長

大学卒

校 長

大学卒
０ ０ ０

短大卒 短大卒
０ ０ ０

大学卒 大学卒
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教 頭
０ ０

教 頭
０

短大卒 短大卒
０ ０ ０

主幹教

諭

大学卒
０ ７

短大卒
０ ９．５

教諭、養

護教諭及

び栄養教

諭

大学卒 教諭、養

護教諭及

び栄養教

諭

大学卒
０ ０

短大卒 短大卒
０ ０

講師、助

教諭及び

養護助教

諭

大学卒
別に定める

講師、助

教諭及び

養護助教

諭

大学卒
別に定める

０ ０

短大卒
別に定める

短大卒
別に定める

０ ０

高校卒
別に定める

高校卒
別に定める

０ ０

備考 省略

別表第２０（第５条、第１１条関係）

学歴免許等資格区分表

備考 省略

別表第２０（第５条、第１１条関係）

学歴免許等資格区分表

省略 省略

備考 この表の「特別支援学校」には学校教育法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８０号）による改正前の学校教育法
ろう

に基づく盲学校、聾学校及び養護学校を、「准看護師学校」

には保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律（平成１３年

法律第１５３号）による改正前の保健婦助産婦看護婦法による

准看護婦学校を、「准看護師養成所」には同法による准看護

婦養成所を含むものとする。

別表第３３（第２２条関係）

１～７ 省略

７の２ 中学校・小学校教育職員給料表の２級から特２級への昇

格時号給対応表

備考 この表の「准看護師学校」及び「准看護師養成所」は、そ

れぞれ保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律（平成１３

年法律第１５３号）による改正前の保健婦助産婦看護婦法による

准看護婦学校及び准看護婦養成所を含む。

別表第３３（第２２条関係）

１～７ 省略

昇格した日の前日に受けていた

号給
昇格後の号給

２級 特２級

１ １

２ １

３ １

４ １

５ １

６ １

７ １

８ １

９ １

１０ １

１１ １
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１２ １

１３ １

１４ １

１５ １

１６ １

１７ １

１８ １

１９ １

２０ １

２１ １

２２ １

２３ １

２４ １

２５ １

２６ １

２７ １

２８ １

２９ １

３０ １

３１ １

３２ １

３３ １

３４ １

３５ １

３６ １

３７ １

３８ １

３９ １

４０ １

４１ ２

４２ ３

４３ ４

４４ ５

４５ ６

４６ ７

４７ ８

４８ ９

４９ １０

５０ １１

５１ １２

５２ １３

５３ １４

５４ １５

５５ １６
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５６ １７

５７ １８

５８ １９

５９ ２０

６０ ２１

６１ ２２

６２ ２３

６３ ２４

６４ ２５

６５ ２６

６６ ２７

６７ ２８

６８ ２９

６９ ３０

７０ ３１

７１ ３２

７２ ３３

７３ ３４

７４ ３５

７５ ３６

７６ ３７

７７ ３８

７８ ３９

７９ ４０

８０ ４１

８１ ４２

８２ ４３

８３ ４４

８４ ４５

８５ ４６

８６ ４７

８７ ４８

８８ ４９

８９ ５０

９０ ５１

９１ ５２

９２ ５３

９３ ５４

９４ ５５

９５ ５６

９６ ５７

９７ ５８

９８ ５９

９９ ６０
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１００ ６１

１０１ ６２

１０２ ６３

１０３ ６４

１０４ ６５

１０５ ６６

１０６ ６７

１０７ ６８

１０８ ６９

１０９ ７０

１１０ ７０

１１１ ７１

１１２ ７１

１１３ ７２

１１４ ７２

１１５ ７３

１１６ ７３

１１７ ７４

１１８ ７５

１１９ ７６

１２０ ７７

１２１ ７８

１２２ ７８

１２３ ７９

１２４ ７９

１２５ ８０

１２６ ８０

１２７ ８１

１２８ ８１

１２９ ８２

１３０ ８３

１３１ ８４

１３２ ８５

１３３ ８６

１３４ ８６

１３５ ８７

１３６ ８７

１３７ ８８

１３８ ８８

１３９ ８９

１４０ ８９

１４１ ９０

１４２ ９１

１４３ ９２
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１４４ ９３

１４５ ９４

１４６ ９４

１４７ ９５

１４８ ９５

１４９ ９６

７の３ 中学校・小学校教育職員給料表の特２級から３級への昇格

時号給対応表

昇格した日の前日に受けていた

号給
昇格後の号給

１ １

２ １

３ １

４ １

５ １

６ １

７ １

８ １

９ １

１０ １

１１ ２

１２ ３

１３ ４

１４ ５

１５ ６

１６ ７

１７ ８

１８ ９

１９ １０

２０ １１

２１ １２

２２ １３

２３ １４

２４ １５

２５ １６

２６ １７

２７ １８

２８ １９

２９ ２０

３０ ２１

３１ ２２

３２ ２３

３３ ２４

３４ ２５
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３５ ２６

３６ ２７

３７ ２８

３８ ２９

３９ ３０

４０ ３１

４１ ３２

４２ ３３

４３ ３４

４４ ３５

４５ ３６

４６ ３７

４７ ３８

４８ ３９

４９ ４０

５０ ４１

５１ ４２

５２ ４３

５３ ４４

５４ ４５

５５ ４６

５６ ４７

５７ ４８

５８ ４９

５９ ５０

６０ ５１

６１ ５２

６２ ５３

６３ ５４

６４ ５５

６５ ５６

６６ ５７

６７ ５８

６８ ５９

６９ ６０

７０ ６１

７１ ６２

７２ ６３

７３ ６４

７４ ６５

７５ ６６

７６ ６７

７７ ６８

７８ ６９
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７９ ７０

８０ ７１

８１ ７２

８２ ７３

８３ ７３

８４ ７４

８５ ７４

８６ ７５

８７ ７６

８８ ７７

８９ ７８

９０ ７９

９１ ７９

９２ ８０

９３ ８０

９４ ８１

９５ ８２

９６ ８３

９７ ８４

９８ ８５

９９ ８６

１００ ８７

１０１ ８８

１０２ ８９

１０３ ９０

１０４ ９１

１０５ ９２

１０６ ９３

１０７ ９３

１０８ ９３

１０９ ９３

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５６
初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１５５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（初任給調整手当を支給する職）

第２条 省略

（初任給調整手当を支給する職）

第２条 省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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２ 省略

３ 職員給与条例第１８条の４第１項第３号に規定する職は、行政職

給料表、研究職給料表及び医療職給料表（二）の適用を受ける職員の

職で、獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）第７条第２項に規定す

る獣医師免許証を有する者をもつて充てる職とする。

（職員の範囲）

第３条 職員給与条例第１８条の４第１項の規定により初任給調整手

当を支給される職員は、次に掲げる職員

とする。

� 前条第１項に規定する職に採用された職員及び同条第２項に

規定する職に採用された職員（医師法に規定する医師免許証又

は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）に規定する歯科医師免

許証を有する者に限る。）であつて、その採用が、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学（以下「大学」とい

う。）卒業の日から３７年（臨床研修を経た者にあつては３９年、

医師法の一部を改正する法律（昭和４３年法律第４７号）による改

正前の医師法に規定する実地修練（第６条において「実地修練」

という。）を経た者にあつては３８年）を経過するまでの期間

（旧専門学校令による専門学校等で人事委員会の定めるものを

卒業した者にあつては、人事委員会の定めるこれに準ずる期間。

以下「経過期間」という。）内に行われたもの

� 前条第３項に規定する職に採用された職員であつて、その採

用が大学卒業の日から１２年を経過するまでの期間内に行われた

もの

第５条 前２条の規定にかかわらず、初任給調整手当を支給されて

いた期間が通算して３５年（第３条第２号に規定する職員にあつて

は、１０年）に達している職員には、初任給調整手当は支給しな

い。

第６条 初任給調整手当の支給期間は３５年（第３条第２号に規定す

る職員にあつては、１０年）とし、その月額は職員の区分及び採用

の日又は第４条に規定する職員となつた日以後の期間の区分に応

じた別表に掲げる額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規

定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法第１７条の規定

による短時間勤務をすることとなつた職員にあつては、その額に

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤

務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額とする。）とする。この場合におい

て、第３条第１号又は第４条に規定する職員で大学（旧専門学校

令による専門学校等で人事委員会の定めるものを含む。）卒業の

２ 省略

（職員の範囲）

第３条 職員給与条例第１８条の４第１項の規定により初任給調整手

当を支給される職員は、前条第１項に規定する職に採用された職

員及び同条第２項に規定する職に採用された職員（医師法に規定

する医師免許証又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）に規定す

る歯科医師免許証を有する者に限る。）であつて、その採用が、

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学（以下「大

学」という。）卒業の日から３７年（臨床研修を経た者にあつては

３９年、昭和４３年法律第４７号による改正前の医師法に規定する実地

修練（第６条において「実地修練」という。）を経た者にあつて

は３８年）を経過するまでの期間（旧専門学校令による専門学校等

で人事委員会の定めるものを卒業した者にあつては、人事委員会

の定めるこれに準ずる期間。以下「経過期間」という。）内に行

われたものとする。

第５条 前２条の規定にかかわらず、初任給調整手当を支給されて

いた期間が通算して３５年

に達している職員には、初任給調整手当は支給しな

い。

第６条 初任給調整手当の支給期間は３５年

とし、その月額は職員の区分及び採用

の日又は第４条に規定する職員となつた日以後の期間の区分に応

じた別表に掲げる額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定

する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法第１７条の規定に

よる短時間勤務をすることとなつた職員にあつては、その額に職

員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務

時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額とする。）とする。この場合におい

て、 大学（旧専門学校

令による専門学校等で人事委員会の定めるものを含む。）卒業の
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日からそれぞれ採用の日又は第４条に規定する職員となつた日ま

での期間が４年（臨床研修を経た場合にあつては６年、実地修練

を経た場合にあつては５年）を超えることとなる職員（学校教育

法に規定する大学院の博士課程の所定の単位を修得し、かつ、同

課程の所定の期間を経過した日から３年内の職員を除く。）に対

する同表の適用については、採用の日又は第４条に規定する職員

となつた日からその超えることとなる期間（１年に満たない期間

があるときは、その期間を１年として算定した期間）に相当する

期間初任給調整手当が支給されていたものとする。

２・３ 省略

第７条 第３条又は第４条に規定する職員となつた者（第５条に規

定する職員を除く。）のうち、これらの職員となつた日前に初任

給調整手当を支給されていたことのある者で前条第１項の規定に

よる初任給調整手当の支給期間に既に初任給調整手当を支給され

ていた期間に相当する期間を加えた期間が３５年（第３条第２号に

規定する職員にあつては、１０年）を超えることとなるものに係る

初任給調整手当の支給期間及び支給額は、同項の規定による支給

期間のうち、その超えることとなる期間に相当する期間初任給調

整手当が支給されていたものとした場合における期間及び額とす

る。

別表（第６条関係）

日からそれぞれ採用の日又は第４条に規定する職員となつた日ま

での期間が４年（臨床研修を経た場合にあつては６年、実地修練

を経た場合にあつては５年）を超えることとなる職員（学校教育

法に規定する大学院の博士課程の所定の単位を修得し、かつ、同

課程の所定の期間を経過した日から３年内の職員を除く。）に対

する同表の適用については、採用の日又は第４条に規定する職員

となつた日からその超えることとなる期間（１年に満たない期間

があるときは、その期間を１年として算定した期間）に相当する

期間初任給調整手当が支給されていたものとする。

２・３ 省略

第７条 第３条又は第４条に規定する職員となつた者（第５条に規

定する職員を除く。）のうち、これらの職員となつた日前に初任

給調整手当を支給されていたことのある者で前条第１項の規定に

よる初任給調整手当の支給期間に既に初任給調整手当を支給され

ていた期間に相当する期間を加えた期間が３５年

を超えることとなるものに係る

初任給調整手当の支給期間及び支給額は、同項の規定による支給

期間のうち、その超えることとなる期間に相当する期間初任給調

整手当が支給されていたものとした場合における期間及び額とす

る。

別表（第６条関係）

職員の

区分

期間

の区分

１項職員
２項

職員

３項

職員

職員の

区分

期間

の区分

１項職員
２項

職員

３項

職員
１種 ２種 ３種 ４種 ５種 １種 ２種 ３種 ４種 ５種

� １年

未満
省略 省略 省略 省略 省略 省略

３０，０００

円

� １年

未満
省略 省略 省略 省略 省略 省略

� １年

以上２

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ２７，０００

� １年

以上２

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ２年

以上３

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ２４，０００

� ２年

以上３

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ３年

以上４

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ２１，０００

� ３年

以上４

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ４年

以上５

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 １８，０００

� ４年

以上５

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ５年

以上６

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 １５，０００

� ５年

以上６

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ６年

以上７

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 １２，０００

� ６年

以上７

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

� ７年

以上８

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ９，０００

� ７年

以上８

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

	 ８年

以上９

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ６，０００

	 ８年

以上９

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

４０７



��������������

� ９年

以上１０

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略 ３，０００

� ９年

以上１０

年未満

省略 省略 省略 省略 省略 省略

�～�

省略

�～�

省略

備考

１ 省略

２ この表において、「１項職員」とは第２条第１項の職を

占める職員を、「２項職員」とは同条第２項の職を占める

職員を、「３項職員」とは同条第３項の職を占める職員を

いう。

３ 省略

備考

１ 省略

２ この表において、「１項職員」とは第２条第１項の職を

占める職員を、「２項職員」とは同条第２項の職を占める

職員を

いう。

３ 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５７
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当の支給割合）

第１０条 職員給与条例第１９条の４第２項又は教育職員給与条例第１９

条の４第２項に規定する勤勉手当の支給割合は、次条に規定する

職員の勤務期間による割合（以下「期間率」という。）に第１４条

及び第１４条の２に規定する職員の勤務成績による割合（以下「成

績率」という。）を乗じて得た割合とする。

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の９３ 以上１００分の１５０以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１１９ 以上１００分の１９０以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の８２．５以上１００分の９３ 未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１０５．５以上１００分の１１９ 未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７２ （特定幹部職員にあつて

は、１００分の９２ ）

（勤勉手当の支給割合）

第１０条 職員給与条例第１９条の４第２項又は教育職員給与条例第１９

条の４第２項に規定する勤勉手当の支給割合は、次条に規定する

職員の勤務期間による割合（以下「期間率」という。）に第１４条

に規定する職員の勤務成績による割合（以下「成

績率」という。）を乗じて得た割合とする。

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の９５．５以上１００分の１５５以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１２１．５以上１００分の１９５以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の８５ 以上１００分の９５．５未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１０８ 以上１００分の１２１．５未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７４．５（特定幹部職員にあつて

は、１００分の９４．５）
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� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７２ 未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の９２ 未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１５０とする。

３ 省略

別表第１（第５条の３関係）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７４．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の９４．５未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１５５とする。

３ 省略

別表第１（第５条の３関係）

給料表 職員 加算割合 給料表 職員 加算割合

省略 省略

中学校・小学校教

育職員給料表

高等学校等教育職

員給料表

省略 中学校・小学校教

育職員給料表

高等学校等教育職

員給料表

省略

職務の級３級及び

特２級の職員

１００分の１０ 職務の級３級

の職員

１００分の１０

省略 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５８
義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則

義務教育等教員特別手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４７１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

中学校・小学校教育職員給料表の適用を受ける者

別表第１（第２条関係）

中学校・小学校教育職員給料表の適用を受ける者

職員

の区

分

職務の級

号給

１級

２級

３級 ４級

職員

の区

分

職務の級

号給

１級

２級

３級 ４級

特２級

再任

用教

育職

員以

外の

教育

職員

省略 省略 円 省略 省略

再任

用教

育職

員以

外の

教育

職員

省略 省略 省略 省略

１～４ ８，６００ １～４

５～８ ９，３００ ５～８

９～１２ ９，７００ ９～１２

１３～１６ １０，０００ １３～１６

１７～２０ １１，０００ １７～２０

２１～２４ １１，４００ ２１～２４

２５～２８ １１，８００ ２５～２８

２９～３２ １２，５００ ２９～３２

３３～３６ １２，８００ ３３～３６

３７～４０ １３，５００ ３７～４０

４１～４４ １３，８００ ４１～４４

４５～４８ １４，１００ ４５～４８

４９～５２ １４，４００ ４９～５２
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５３～５６ １４，７００ ５３～５６

５７～６０ １５，２００ ５７～６０

６１～６４ １５，５００ ６１～６４

６５～６８ １６，１００ ６５～６８

６９～７２ １６，３００ ６９～７２

７３～７６ １６，５００ ７３～７６

７７～８０ １７，０００ ７７～８０

８１～８４ １７，２００ ８１～８４

８５～８８ １７，４００ ８５～８８

８９～９２ １７，６００ ８９～９２

９３～９６ １７，８００ ９３～９６

９７～１００ １８，１００ ９７～１００

１０１～１０４ １８，２００ １０１～１０４

１０５～１０８ １８，３００ １０５～１０８

１０９～１１２ １８，４００ １０９～１１２

１１３～１４９ １１３～１４９

省略 省略

再任

用教

育職

員

省略 省略 省略 １１，３００ 省略 省略

再任

用教

育職

員

省略 省略 省略 省略 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５９
地域手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

地域手当に関する規則の一部を改正する規則

地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１０２６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ 平成２２年３月３１日までの間における条例第９条の２第２項各号

の人事委員会規則で定める割合は、次の表のとおりとし、同日まで

の間における条例第９条の３の人事委員会規則で定める割合は、

１００分の１３とする。

附 則

２ 平成２２年３月３１日までの間における条例第９条の２第２項各号

の人事委員会規則で定める割合は、次の表のとおりとし、同日まで

の間における条例第９条の３の人事委員会規則で定める割合は、

１００分の１２とする。

支給割合 支給地域 支給割合 支給地域

１００分の１６ 東京都特別区 １００分の１４．５ 東京都特別区

１００分の１３ 大阪府大阪市 １００分の１２ 大阪府大阪市

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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�愛媛県人事委員会規則７─１０６０
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（県税事務従事職員の特殊勤務手当）

第２条 条例第３条の人事委員会規則で定める職員は、本庁部長、

地方局長、本庁局長並びに地方局部長及び支局長以外の職員とす

る。

２・３ 省略

（産業技術研究所、衛生環境研究所 等に

勤務する職員の特殊勤務手当）

第７条 条例第９条に定める「人体に有害なガスの発生を伴う業務」

とは、次に掲げる勤務箇所の試験室等において、有毒ガスの試験

研究等に従事する場合をいう。

（県税事務従事職員の特殊勤務手当）

第２条 条例第３条の人事委員会規則で定める職員は、本庁部長、

地方局長、本庁局長及び地方局部長 以外の職員とす

る。

２・３ 省略

（工業技術センター、繊維産業試験場、紙産業研究センター等に

勤務する職員の特殊勤務手当）

第７条 条例第９条に定める「人体に有害なガスの発生を伴う業務」

とは、次に掲げる勤務箇所の試験室等において、有毒ガスの試験

研究等に従事する場合をいう。

勤務箇所名 業 務 の 内 容 勤務箇所名 業 務 の 内 容

産業技術研究所

省略

省略

農林水産研究所

省略 工業技術センター

繊維産業試験場

紙産業研究センター窯

業試験場

省略

畜産課

省略

農業試験場

病害虫防除所

果樹試験場

畜産試験場

養鶏試験場

林業技術センター

水産試験場

建設研究所

省略

２ 条例第９条に定める「特に危険性を有する薬品を取り扱う業務」

とは、次に掲げる勤務箇所の試験室等において、特に危険である

薬品の試験等に直接従事する場合をいう。

２ 条例第９条に定める「特に危険性を有する薬品を取り扱う業務」

とは、次に掲げる勤務箇所の試験室等において、特に危険である薬

品の試験等に直接従事する場合をいう。

産業技術研究所

省略

省略

農林水産研究所

家畜保健衛生所

家畜病性鑑定所

省略 工業技術センター

繊維産業試験場

紙産業研究センター

窯業試験場

省略

畜産課

省略

農業試験場

果樹試験場

家畜保健衛生所（病性

鑑定室を含む。）

畜産試験場

省略
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養鶏試験場

林業技術センター

水産試験場

建設研究所

３ 条例第９条に定める「病理細菌を取り扱う業務」とは、次に掲

げる勤務箇所の試験室等において、危険である細菌検査の研究又

は製造等に従事する場合をいう。

３ 条例第９条に定める「病理細菌を取り扱う業務」とは、次に掲

げる勤務箇所の試験室等において、危険である細菌検査の研究又

は製造等に従事する場合をいう。

勤務箇所名 業 務 の 内 容 勤務箇所名 業 務 の 内 容

衛生環境研究所

省略

家畜保健衛生所

家畜病性鑑定所

省略 衛生環境研究所

省略

家畜保健衛生所（病性

鑑定室を含む。）

省略

（特殊自動車運転作業手当）

第３４条の５ 条例第６４条の２に定める「人事委員会が定める農業大

学校等」とは、農業大学校及び農林水産研究所（水産研究センタ

ーを除く。） をいう。

２・３ 省略

（特殊自動車運転作業手当）

第３４条の５ 条例第６４条の２に定める「人事委員会が定める農業大

学校等」とは、農業大学校、農業試験場、果樹試験場、畜産試験

場及び林業技術センター をいう。

２・３ 省略

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第９（第３条関係）

大学教育職員給料表級別標準職務表

別表第９（第３条関係）

大学教育職員給料表級別標準職務表

職務の級 標 準 的 な 職 務 職務の級 標 準 的 な 職 務

１級 大学の助教又は助手の職務 １級 大学の 助手の職務

省略 省略

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

３級 知事の事務部局 省略 ３級 知事の事務部局 省略

課付（３級）

省略 省略

研究員（３級）

省略 省略

保育専門学校教務主任

科長

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事務 省略 教育委員会の事務 省略

部局 主任学芸員 部局 主任学芸員

科長（３級）

省略 省略
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４級 知事の事務部局 省略 ４級 知事の事務部局 省略

研究員（４級）

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事務 省略 教育委員会の事務 省略

部局 専門学芸員（４級） 部局 専門学芸員（４級）

科長（４級）

省略 省略

５級 知事の事務部局 省略 ５級 知事の事務部局 省略

構造改革班長 構造改革班長

育樹祭調整班長

省略 省略

新まちづくり支援班長

地方局再編班長

省略 省略

滞納処分専門員 滞納処分専門員

地域政策班長

省略 省略

地方局出納室長補佐

研究員（５級）

省略 省略

病害虫防除所支所長

産業技術研究所の副部長

省略 省略

試験研究機関の室長（５級）

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事務 省略 教育委員会の事務 省略

部局 えひめ青少年ふれあいセンター所 部局 青年の家所長

長

えひめ青少年ふれあいセンター所 青年の家所長補佐

長補佐

専門員（５級） 専門員（５級）

科長（５級）

省略 省略

省略 省略

６級 知事の事務部局 省略 ６級 知事の事務部局 省略

危機管理監（６級） 危機管理監（６級）

環境技術専門監（６級）

省略 省略

循環型社会推進監（６級）

えひめブランド推進監（６級）
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省略 省略

地方局総務企画部総務県民課長 地方局総務県民部総務調整課長

地方局総務県民部県民生活課長

地方局総務企画部地域政策課長

地方局総務県民部税務課長

地方局総務企画部税務管理課長 松山地方局総務県民部税務管理課

長

地方局総務企画部課税課長 松山地方局総務県民部課税課長

南予地方局総務企画部税務課長

地方局総務企画部支局総務県民室

長

地方局総務企画部支局税務室長

地方局健康福祉環境部企画課長 地方局健康福祉環境部企画課長

（東予地方局健康福祉環境部今治 （今治地方局健康福祉環境部企画

支局企画課長を除く。） 課長 を除く。）

省略 省略

今治地方局健康福祉環境部健康増

進課長

東予地方局健康福祉環境部環境保 西条地方局健康福祉環境部環境保

全課長 全課長

中予地方局健康福祉環境部環境保 松山地方局健康福祉環境部環境保

全課長 全課長

東予地方局健康福祉環境部今治支

局健康増進課長

南予地方局健康福祉環境部八幡浜 八幡浜地方局健康福祉環境部環境

支局環境保全課長 保全課長

省略 省略

地方局産業経済部商工労政課長

地方局産業経済部産業振興課長 地方局産業経済部農政普及課長

地方局産業経済部産業振興課商工

観光室長

地方局産業経済部産業振興課地域 地方局産業経済部農政普及課地域

農業室長 農業室長

地方局産業経済部産業振興課産地 地方局産業経済部農政普及課産地

育成室長 育成室長

省略 省略

地方局産業経済部森林林業課長 地方局産業経済部森林林業課長

地方局産業経済部支局地域農業室

長

地方局産業経済部支局産地育成室

長

東予地方局産業経済部今治支局農
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村整備課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局

農村整備第一課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局

農村整備第二課長

地方局産業経済部支局森林林業課

長

中予地方局産業経済部久万高原森 松山地方局産業経済部久万高原森

林林業課長 林林業課長

省略 省略

地方局土木事務所長 地方局土木事務所長

地方局土木事務所管理課長

地方局土木事務所用地課長

地方局土木事務所建設企画課長

省略 省略

児童相談所長（中央児童相談所長
児童相談所長

を除く。）

省略 省略

保育専門学校長

省略 省略

衛生環境研究所の課長 衛生環境研究所総務課長

計量検定所長 計量検定所長

試験研究機関の部長

試験研究機関のセンター長

工業技術センター次長

省略 省略

魚病指導センター所長

農林水産研究所次長

農林水産研究所果樹研究センター

みかん研究所長

農林水産研究所畜産研究センター

養鶏研究所長

農林水産研究所水産研究センター

栽培資源研究所長

省略 省略

省略 省略

７級 知事の事務部局 省略 ７級 知事の事務部局 省略

危機管理監（７級） 危機管理監（７級）

環境技術専門監（７級）

循環型社会推進監（７級）

えひめブランド推進監（７級）

省略 省略
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省略 省略

８級 知事の事務部局 省略 ８級 知事の事務部局 省略

会計管理者

出納局長

地方局の部長 地方局の部長

地方局建設部建設技術監

地方局支局長

大阪事務所長 大阪事務所長

中央児童相談所長

省略 省略

子ども療育センター事務局長 子ども療育センター事務局長

産業技術研究所長

農業大学校長 農業大学校長

農林水産研究所長

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事務 管理部長 教育委員会の事務 教育次長

部局 省略 部局 省略

文化スポーツ部長 文化スポーツ部長

事務局付

省略 省略

９級 知事の事務部局 本庁部長 ９級 知事の事務部局 本庁部長

会計管理者

出納局長

省略 省略

監査委員の事務部 省略 監査委員の事務部 省略

局 局

教育委員会の事務 副教育長

部局

２ 公安職給料表級別職務区分表 ２ 公安職給料表級別職務区分表

職務

の級

区分

職務の級区分欄の級に含まれる職

職務

の級

区分

職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

７級 省略

監察官室長（７級）

警務部企画官（７級）

省略

省略

監察官室長（７級）

省略

８級 省略

監察官室長（８級）

警務部企画官（８級）

省略

省略

監察官室長（８級）

省略

省略 省略

３ 研究職給料表級別職務区分表 ３ 研究職給料表級別職務区分表
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職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

４級 ４級 知事の事務部局 試験研究機関の室長（４級）

試験研究機関の分場長（４級）

専門研究員

省略 省略

５級 ５級 知事の事務部局 試験研究機関の長

衛生環境研究所の課長

工業技術センター次長

農業試験場次長

果樹試験場みかん研究所長

試験研究機関の室長（５級）

試験研究機関の分場長（５級）

省略 省略

４ 医療職給料表（一）級別職務区分表 ４ 医療職給料表（一）級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

２級 知事の事務部局 省略

省略

２級 知事の事務部局 省略

西条地方局健康福祉環境部企画課

医監（３級）

省略

３級 知事の事務部局 省略 ３級 知事の事務部局 省略

西条地方局健康福祉環境部企画課

医監（４級）

４級 知事の事務部局 省略

地方局健康福祉環境部保健統括監

地方局健康福祉環境部支局保健統

括監

４級 知事の事務部局 省略

地方局健康福祉環境部保健統括監

省略 省略

５ 医療職給料表（二）級別職務区分表 ５ 医療職給料表（二）級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

４級 知事の事務部局 省略

省略

４級 知事の事務部局 省略

科長

省略

省略 省略

省略 省略

６級 知事の事務部局 省略

省略

地方機関の課長（６級）

保健所の室長

保健所の技術課長補佐

家畜保健衛生所支所長

６級 知事の事務部局 省略

今治家畜保健衛生所長

家畜病性鑑定室長

省略

地方機関の課長（６級）

保健所の技術課長補佐
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（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第３条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

省略 省略

省略 省略

７級 知事の事務部局 部付

地方局健康福祉環境部生活衛生課

長

南予地方局健康福祉環境部環境保

全課長

東予地方局健康福祉環境部今治支

局企画課長

地方局健康福祉環境部支局生活衛

生課長

東予地方局健康福祉環境部今治支

局環境保全課長

家畜保健衛生所長

省略

家畜病性鑑定所長

７級 知事の事務部局

地方局健康福祉環境部生活衛生課

長

今治地方局健康福祉環境部企画課

長

西条地方局健康福祉環境部健康増

進課長

今治地方局健康福祉環境部環境保

全課長

宇和島地方局健康福祉環境部環境

保全課長

省略

家畜保健衛生所長（今治家畜保健

衛生所長を除く。）

６～８ 省略

９ 大学教育職員給料表級別職務区分表

６～８ 省略

９ 大学教育職員給料表級別職務区分表

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

１級 助教

助手

１級

助手

省略 省略

別表第１９（第４条関係）

大学教育職員給料表級別資格基準表

別表第１９（第４条関係）

大学教育職員給料表級別資格基準表

職 種 学 歴 免 許 等
職 務 の 級

職 種 学 歴 免 許 等
職 務 の 級

１ 級 １ 級

省略 省略

助 教

助 手

省略

助 手

省略

別表第３１（第１０条関係）

大学教育職員給料表初任給基準表

別表第３１（第１０条関係）

大学教育職員給料表初任給基準表

職 種 学 歴 免 許 等 初 任 給 職 種 学 歴 免 許 等 初 任 給

助教

助手

省略

助手

省略
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（管理職手当に関する規則の一部改正）

第４条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（研究職給料表の適用範囲）

第２条 研究職給料表は、次に掲げる機関又は部課に勤務し、専門

的科学的知識と創意等をもつて試験研究又は調査研究業務に従事

する職員に適用する。

知事の事務部局

� 省略

� 産業技術研究所

� 農林水産研究所

警察の事務部局 省略

教育委員会の事務部局 省略

（医療職給料表（二）の適用範囲）

第４条 医療職給料表（二）は、子ども療育センター、保健所、食肉衛

生検査センター、動物愛護センター、歯科技術専門学校、家畜保

健衛生所、家畜病性鑑定所、義務教育諸学校及び共同調理場に勤

務する職員並びに財団法人愛媛県動物園協会へ派遣されている職

員で、次に掲げるものに適用する。

�～� 省略

（研究職給料表の適用範囲）

第２条 研究職給料表は、次に掲げる機関又は部課に勤務し、専門

的科学的知識と創意等をもつて試験研究又は調査研究業務に従事

する職員に適用する。

知事の事務部局

� 省略

� 工業技術センター

� 繊維産業試験場

� 紙産業研究センター

� 窯業試験場

� 農業試験場

� 果樹試験場

� 花き総合指導センター

	 林業技術センター


 水産試験場

� 養鶏試験場

� 畜産試験場

 建設研究所

警察の事務部局 省略

教育委員会の事務部局 省略

（医療職給料表（二）の適用範囲）

第４条 医療職給料表（二）は、子ども療育センター、保健所、食肉衛

生検査センター、動物愛護センター、歯科技術専門学校、家畜保

健衛生所、家畜病性鑑定室、義務教育諸学校及び共同調理場に勤

務する職員並びに財団法人愛媛県動物園協会へ派遣されている職

員で、次に掲げるものに適用する。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

部 局 公 職 区 分 部 局 公 職 区 分

知事の事務部

局

本庁部長

会計管理者

出納局長

省略

省略

地方局健康福祉環境部保健統括監

地方局健康福祉環境部支局保健統括

監

保健所長（３種に該当する職を除

く。）

地方局建設部建設技術監

地方局支局長

医療技術大学学部長

中央児童相談所長

１ 種 知事の事務部

局

本庁部長

省略

会計管理者

出納局長

省略

地方局健康福祉環境部保健統括監

保健所長（３種に該当する職を除

く。）

医療技術大学学部長

１ 種
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省略

産業技術研究所長

省略

農林水産研究所長

省略

省略

工業技術センター所長

省略

農業試験場長

省略

省略

危機管理監

環境技術専門監

省略

省略

地方局総務企画部総務県民課長

地方局総務企画部地域政策課長

地方局健康福祉環境部企画課長

地方局健康福祉環境部支局企画課長

地方局産業経済部産業振興課長

省略

地方局土木事務所長

地方局土木事務所管理課長

省略

児童相談所長（中央児童相談所長を

除く。）

省略

えひめ学園長

省略

看護専門学校長

産業技術研究所の部長

農林水産研究所次長

農林水産研究所のセンター長

省略

３ 種 省略

危機管理監

省略

循環型社会推進監

えひめブランド推進監

省略

地方局総務県民部総務調整課長

地方局健康福祉環境部企画課長

地方局産業経済部農政普及課長

省略

地方局土木事務所長

省略

児童相談所長

省略

えひめ学園長

保育専門学校長

省略

看護専門学校長

工業技術センター次長（４種に該当

する職を除く。）

農業試験場次長

果樹試験場長

花き総合指導センター所長

畜産試験場長

林業技術センター所長

水産試験場長

建設研究所長

省略

３ 種

省略

地方局総務企画部税務管理課長

地方局総務企画部課税課長

南予地方局総務企画部税務課長

地方局総務企画部支局総務県民室長

地方局総務企画部支局税務室長

省略

地方局健康福祉環境部環境保全課長

地方局健康福祉環境部支局健康増進

課長

４ 種 省略

地方局総務県民部県民生活課長

地方局総務県民部税務課長

省略

地方局健康福祉環境部環境保全課長

４ 種
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地方局健康福祉環境部支局生活衛生

課長

地方局健康福祉環境部支局環境保全

課長

地方局産業経済部産業振興課商工観

光室長

地方局産業経済部産業振興課地域農

業室長

地方局産業経済部産業振興課産地育

成室長

省略

地方局産業経済部森林林業課長

地方局産業経済部支局地域農業室長

地方局産業経済部支局産地育成室長

東予地方局産業経済部今治支局農村

整備課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局農

村整備第一課長

南予地方局産業経済部八幡浜支局農

村整備第二課長

地方局産業経済部支局森林林業課長

省略

省略

中予地方局産業経済部久万高原森林

林業課長

地方局土木事務所用地課長（大洲土

木事務所及び西予土木事務所を除

く。）

地方局土木事務所建設企画課長

省略

衛生環境研究所の課長

計量検定所長

産業技術研究所のセンター長

省略

家畜保健衛生所長

病害虫防除所長

家畜病性鑑定所長

農業大学校副校長

農林水産研究所の部長

農林水産研究所果樹研究センターみ

かん研究所長

地方局産業経済部商工労政課長

地方局産業経済部農政普及課地域農

業室長

地方局産業経済部農政普及課産地育

成室長

省略

地方局産業経済部森林林業課長

省略

松山地方局総務県民部税務管理課長

松山地方局総務県民部課税課長

省略

松山地方局産業経済部久万高原森林

林業課長

省略

衛生環境研究所総務課長

衛生環境研究所衛生研究課長

衛生環境研究所環境研究課長

衛生環境研究所環境調査課長

計量検定所長

工業技術センター次長（３種に該当

する職を除く。）

繊維産業試験場長

紙産業研究センター所長

窯業試験場長

省略

家畜保健衛生所長（今治家畜保健衛

生所長を除く。）

病害虫防除所長

農業大学校副校長

果樹試験場 み

かん研究所長

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

４２１



農林水産研究所畜産研究センター養

鶏研究所長

農林水産研究所水産研究センター栽

培資源研究所長

養鶏試験場長

魚病指導センター所長

省略

構造改革班長

育樹祭調整班長

省略

地域政策班長

省略

省略

省略

省略

歯科技術専門学校教頭

産業技術研究所の副部長

省略

家畜保健衛生所支所長

省略

省略

５ 種 省略

構造改革班長

省略

新まちづくり支援班長

地方局再編班長

省略

西条地方局健康福祉環境部企画課医

監

省略

地方局出納室長補佐

省略

専門研究員

省略

歯科技術専門学校教頭

省略

今治家畜保健衛生所長

家畜病性鑑定室長

病害虫防除所支所長

省略

試験研究機関の室長

試験研究機関の分場長

省略

５ 種

委員会等の事

務部局

議会事務局長

監査事務局長

教育委員会事務局副教育長

省略

教育委員会事務局管理部長

省略

教育委員会事務局文化スポーツ部長

教育委員会事務局付

省略

１ 種 委員会等の事

務部局

議会事務局長

省略

監査事務局長

教育委員会事務局教育次長

省略

教育委員会事務局文化スポーツ部長

省略

１ 種

省略 省略

省略

えひめ青少年ふれあいセンター所長

えひめ青少年ふれあいセンター所長

補佐

省略

５ 種 省略

青年の家所長

青年の家所長補佐

省略

５ 種

警察の事務部

局

省略 警察の事務部

局

省略

省略

監察官室長

警務部企画官

３ 種 省略

監察官室長

３ 種
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（特地勤務手当等に関する規則の一部改正）

第５条 特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

警察署長（１種及び２種に該当する

職を除く。）

新居浜警察署副署長

今治警察署副署長

松山西警察署副署長

松山南警察署副署長

宇和島警察署副署長

省略

警察署長（１種及び２種に該当する

職を除く。）

警察学校副校長

管理官（愛媛県警察航空隊長に限

る。）

４ 種 警察学校副校長

新居浜警察署副署長

今治警察署副署長

松山西警察署副署長

松山南警察署副署長

宇和島警察署副署長

４ 種

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１ 特地公署（第２条、第３条関係） 別表第１ 特地公署（第２条、第３条関係）

所在地 公署 級別

区分

所在地 公署 級別

区分

省略 省略

越智

郡

上島町岩城３５７０番地

省略

東予地方局産業経済部

今治支局地域農業室普

及指導員岩城駐在所

２級 越智

郡

上島町岩城３５７０番地

省略

愛媛県立果樹試験場岩

城分場

２級

省略

１級 上島町岩城１５２８番地

上島町岩城５７５１番地

省略

今治地方局産業経済部

農政普及課地域農業室

普及指導員岩城駐在所

伯方高等学校岩城分校

１級

省略 省略

宇和

島市

省略 宇和

島市

省略

下波５５１６番地

省略

農林水産研究所水産研

究センター

１級 下波５５１６番地

省略

水産試験場 １級

別表第２ 準特地公署（第２条関係） 別表第２ 準特地公署（第２条関係）

所在地 公署 所在地 公署

省略 省略

松山

市

中島大浦１６２６番地 中予地方局産業経済部産業振興

課地域農業室普及指導員中島駐

在所

松山

市

中島大浦１６２６番地 松山地方局産業経済部農政普及

課地域農業室普及指導員中島駐

在所

省略 省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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人事委員会告示

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１２─５６
職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則

職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２─３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
労働基準法別表第１による愛媛県の事業又は事務所の号別区分等（平成１１年３月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正

する。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第４号（第１０条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

様式第４号（第１０条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

省略 省略

勤務の形態

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第１０条第１項

□第１号 □第２号 □第３号 □第４号

□第５号 の勤務の形態）

勤務の形態

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第１２条第１項

□第１号 □第２号 □第３号 □第４号

□第５号 の勤務の形態）

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

労働基準法（昭和

２２年法律第４９号）

別表第１の号別区

分等

事業又は事務所

労働基準法（昭和

２２年法律第４９号）

別表第１の号別区

分等

事業又は事務所

省略 省略

７ 農林水産研究所畜産研究センター（養鶏

研究所を除く。）

７ 畜産試験場

１２ 家畜病性鑑定所

省略

省略

産業技術研究所

産業技術研究所繊維産業技術センター

産業技術研究所紙産業技術センター

１２ 家畜病性鑑定室

省略

保育専門学校

省略

工業技術センター

繊維産業試験場

紙産業研究センター

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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�愛媛県人事委員会告示第２号
へき地等学校の指定（平成１３年１２月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正する。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ へき地学校

� 小学校の部

１ へき地学校

� 小学校の部

市郡名 学校名 級別区分 市郡名 学校名 級別区分

省略 省略

西予市 西予市 西予市立大野ヶ原小学校 ４級

西予市立大野ヶ原小学校

西予市立惣川小学校

２級

西予市立惣川小学校

２級

西予市立田之浜小学校 １級 西予市立田之浜小学校 １級

省略 省略

南宇和郡 南宇和郡 愛南町立魚神山小学校 ２級

省略 省略

� 中学校の部 � 中学校の部

市郡名 学校名 級別区分 市郡名 学校名 級別区分

省略 省略

越智郡 省略 越智郡 省略

上島町立弓削中学校 １級 上島町立弓削中学校 １級

産業技術研究所窯業技術センター

省略

農林水産研究所

農林水産研究所果樹研究センター

農林水産研究所畜産研究センター養鶏研

究所

農林水産研究所林業研究センター

農林水産研究所水産研究センター

農林水産研究所水産研究センター栽培資

源研究所

省略

えひめ青少年ふれあいセンター

省略

窯業試験場

省略

農業試験場

果樹試験場

花き総合指導センター

養鶏試験場

林業技術センター

水産試験場

建設研究所

省略

青年の家

省略

省略 省略

労働基準法別表第

１各号のいずれに

も該当しないもの

省略

地方局本局（健康福祉環境部及び建設部

を除く。）

地方局支局（健康福祉環境部を除く。）

省略

省略

労働基準法別表第

１各号のいずれに

も該当しないもの

省略

地方局本局（健康福祉環境部及び建設部

を除く。）

省略

病害虫防除所

魚病指導センター

省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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選挙管理委員会告示

公営企業訓令

�愛媛県選挙管理委員会告示第１８号
平成１９年４月８日執行の愛媛県議会議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２０年４月１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成１９年４月８日執行

愛媛県議会議員選挙（大洲市・喜多郡選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

６，３１６，５００円

３ 報告書の要旨

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

上島町立生名中学校

省略 省略

２ 省略 ２ 省略

候 補 者 氏 名 西 田 洋 一 所 属 党 派 自 由 民 主 党 平成１９年２月１９日から
期 間 第２回分

平成１９年２月１９日まで出納責任者氏名 大 山 千 太 郎

収 入 支 出

主たる寄附

（氏名・団体名） （職業） （寄附額）

自由民主党愛媛県支部連合会 ── １００，０００円

今 回 計 １００，０００ 今 回 計 ０円

前 回 計 ３，０００，０００ 前 回 計 ２，９８３，０３７

総 計 ３，１００，０００ 総 計 ２，９８３，０３７

報告書受理年 月 日 平成２０年 ３ 月２１日 第 ２ 回 報 告 分

改 正 後 改 正 前

（危険作業手当）

第２条 規程別表第５に規定する「特に危険の伴う作業」は、次の

表の左欄に掲げる作業とし、その作業に従事した場合における危

険作業手当の支給額は、その作業の種類に応じそれぞれ当該右欄

に掲げる区分による額とする。

（危険作業手当）

第２条 規程別表第３に規定する「特に危険の伴う作業」は、次の

表の左欄に掲げる作業とし、その作業に従事した場合における危

険作業手当の支給額は、その作業の種類に応じそれぞれ当該右欄

に掲げる区分による額とする。

省略 省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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（用地交渉等業務手当）

第５条 規程別表第５に定める用地交渉等業務手当は、公営企業管

理局に勤務する職員が、公共事業の施行に伴う土地若しくは土地

を使用する権利の取得、土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第

６条に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件及び同法第７

条に掲げる土石砂れきの取得並びに同法第５条に掲げる権利の消

滅（以下「土地の取得等」という。）に伴う補償又は公共事業の

施行により生ずる損失の補償（土地の取得等に伴う補償を除

く。）に関し、これらの権利者、被補償者等との間において直接

現地で行われる交渉業務に従事したときに支給する。

２・３ 省略

（結核病とう勤務手当）

第６条 規程別表第５に定める結核病とう勤務手当は、病院の結核

病とうに勤務する職員が専ら 患者の看護又は患者に接する職

務に従事したときに支給する。

２ 省略

（病理細菌取扱手当）

第７条 規程別表第５に定める病理細菌取扱手当は、病院の試験室

等に勤務する職員が、病理又は次に掲げる危険である細菌の検

査、研究又は製造等に直接従事したときに支給する。

（用地交渉等業務手当）

第５条 規程別表第３に定める用地交渉等業務手当は、公営企業管

理局に勤務する職員が、公共事業の施行に伴う土地若しくは土地

を使用する権利の取得、土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第

６条に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件及び同法第７

条に掲げる土石砂れきの取得並びに同法第５条に掲げる権利の消

滅（以下「土地の取得等」という。）に伴う補償又は公共事業の

施行により生ずる損失の補償（土地の取得等に伴う補償を除

く。）に関し、これらの権利者、被補償者等との間において直接

現地で行われる交渉業務に従事したときに支給する。

２・３ 省略

（結核病とう勤務手当）

第６条 規程別表第３に定める結核病とう勤務手当は、病院の結核

病とうに勤務する職員がもつぱら患者の看護又は患者に接する職

務に従事したときに支給する。

２ 省略

（病理細菌取扱手当）

第７条 規程別表第３に定める病理細菌取扱手当は、病院の試験室

等に勤務する職員が、病理又は次に掲げる危険である細菌の検

査、研究又は製造等に直接従事したときに支給する。

省略 省略

２ 省略

（放射線技術勤務手当）

第８条 規程別表第５に定める放射線技術勤務手当は、病院におい

て、放射線技術又はその補助に従事する職員が、有害放射線の影

響を受ける作業に従事したときに支給する。

２ 省略

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第５に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び検疫法（昭和２６年法律第

２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要ある場合は、結核を

含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第２

条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病並びに管理者

がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２ 規程別表第５に定める伝染病医療従事手当は、病院に勤務する

職員が、伝染病患者若しくは伝染病の疑のある患者の診療若しく

は看護又は伝染病菌の付着し、若しくは付着の危険がある物件の

処理作業に従事したときに支給する。

３ 省略

（精神病棟等勤務手当）

第９条の２ 規程別表第５に定める精神病棟等勤務手当は、病院の

精神病棟又は精神科に勤務する職員が専ら精神病患者若しくは精

神病の疑いのある患者の看護又はこれらの者に接する業務に従事

したときに支給する。

２ 省略

（夜間看護等手当）

第１３条 規程別表第５に定める夜間看護等手当は、次に掲げる場合

２ 省略

（放射線技術勤務手当）

第８条 規程別表第３に定める放射線技術勤務手当は、病院におい

て、放射線技術又はその補助に従事する職員が、有害放射線の影

響を受ける作業に従事したときに支給する。

２ 省略

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第３に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び検疫法（昭和２６年法律第

２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要ある場合は、結核を

含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第２

条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病並びに管理者

がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２ 規程別表第３に定める伝染病医療従事手当は、病院に勤務する

職員が、伝染病患者若しくは伝染病の疑のある患者の診療若しく

は看護又は伝染病菌の付着し、若しくは付着の危険がある物件の

処理作業に従事したときに支給する。

３ 省略

（精神病棟等勤務手当）

第９条の２ 規程別表第３に定める精神病棟等勤務手当は、病院の

精神病棟又は精神科に勤務する職員が専ら精神病患者若しくは精

神病の疑いのある患者の看護又はこれらの者に接する業務に従事

したときに支給する。

２ 省略

（夜間看護等手当）

第１３条 規程別表第３に定める夜間看護等手当は、次に掲げる場合

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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に支給する。

�～� 省略

２・３ 省略

（航空手当）

第１４条の２ 規程別表第５に定める航空手当は、職員が航空機に搭

乗して診療、看護、調査、測量、訓練、捜索救難等の業務に従事

したときに支給する。

２～４ 省略

（救急医療従事手当）

第１５条 規程別表第５に定める救急医療従事手当は、病院に勤務す

る医師である職員が当直勤務中において救急医療業務に従事した

ときに支給する。

２・３ 省略

（診療応援手当）

第１５条の２ 規程別表第５に定める診療応援手当は、病院に勤務す

る医師である職員が、他の愛媛県立病院又は管理者が適当と認め

る病院の診療業務に従事したときに支給する。

２ 前項に規定する手当の額は、次の区分による額とする。

� 一の月に同一の病院において診療業務に従事した日数が６日

未満の場合 １日につき２０，０００円

� 一の月に同一の病院において診療業務に従事した日数が６日

以上の場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア ５日までの間 １日につき２０，０００円

イ ６日以降の間 １日につき５，０００円

３ 前項の規定にかかわらず、２以上の月にわたつて同一の病院に

おいて連続して診療業務に従事したときは、第１項に規定する手

当の額は、次の区分による額とする。

� 同一の病院において連続して診療業務に従事した日数が６日

未満の場合 １日につき２０，０００円

� 同一の病院において連続して診療業務に従事した日数が６日

以上の場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア ５日までの間 １日につき２０，０００円

イ ６日以降の間 １日につき５，０００円

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）、結核病棟勤務命令簿

（様式第６号）、病理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射

線技術勤務命令簿（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式

第９号）、精神病棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護

従事命令簿（様式第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の

２）、夜間看護等手当支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務

従事命令簿（様式第１３号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４

号）、救急医療従事手当整理簿 （様式第１５号）及び診療応援業

務従事簿（様式第１６号）を作成し、必要な事項を記入し、保管し

なければならない。

に支給する。

�～� 省略

２・３ 省略

（航空手当）

第１４条の２ 規程別表第３に定める航空手当は、職員が航空機に搭

乗して診療、看護、調査、測量、訓練、捜索救難等の業務に従事

したときに支給する。

２～４ 省略

（救急医療従事手当）

第１５条 規程別表第３に定める救急医療従事手当は、病院に勤務す

る医師である職員が当直勤務中において救急医療業務に従事した

ときに支給する。

２・３ 省略

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）、結核病棟勤務命令簿

（様式第６号）、病理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射

線技術勤務命令簿（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式

第９号）、精神病棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護

従事命令簿（様式第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の

２）、夜間看護等手当支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務

従事命令簿（様式第１３号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４

号）及び救急医療従事手当整理簿（様式第１５号）

を作成し、必要な事項を記入し、保管し

なければならない。

（短時間勤務職員に月額で支給する特殊勤務手当の額）

第１８条の２ 規程第６条第１項ただし書の規定による特殊勤務手当

の額は、この規則に規定する額に愛媛県企業職員就業規程（昭和

４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）第４条第１項又は愛媛県企

業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第

４号）第３条第１項の規定により定められた規程第３条第２項に

規定する短時間勤務職員の勤務時間をこれらの項に規定する再任

用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時
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様式第１５号の次に次の１様式を加える。

（支給期日及び支給方法）

第１９条 規程別表第５に定める危険作業手当、用地交渉等業務手

当、結核病とう勤務手当、病理細菌取扱手当、放射線技術勤務手

当、伝染病医療従事手当、精神病棟等勤務手当、夜間看護等手

当、航空手当、救急医療従事手当及び診療応援手当は、一の月の分

を次の月の給料の支給定日に支給する。

２ 省略

間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額とする。

（支給期日及び支給方法）

第１９条 規程別表第３に定める危険作業手当、用地交渉等業務手

当、結核病とう勤務手当、病理細菌取扱手当、放射線技術勤務手

当、伝染病医療従事手当、精神病棟等勤務手当、夜間看護等手

当、航空手当及び救急医療従事手当 は、一の月の分

を次の月の給料の支給定日に支給する。

２ 省略
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様式第１６号（第１７条関係） 診療応援業務従事簿
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

平成２０年４月１日 発行
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